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  的 

本研究の目的は ，製造企業における 技術的な多角化 
國 cal d 血鋒 s 通面 ㎝ ) が 研究開発活動の 

響について， 日本のエレクトロニクス 

地域 . おけら活動を て 明らかにすることであ る。 

従来。 研究開発港 立地に関わる 研究は。 研究開 
発の国際化を 促す要因の分析や 
割の類型化などの 形で主に行わ 

の 究 開発拠点については 

国を中心として 立地されていることが 明らかにされてき れ 

しかしながら。 従来の研究 は 。 このような海外研究開発活 

動と本国親会社の 技術戦略との 関連性については 十分な検 

討を行ってこなかった 

以下ではまず。 研究開発活動の 立地の問題に 関わる 

理論的視角について 明らかにする もに， 日本企業の米 

国 における研究開発に 関する先行研究を 検討する。 これら 
の 議論を踏まえた 上で，本研究では 日本の ェ レクトロ 二ク 

特に親会社の 技術的な多角化； 海千究 開 
の立地に与える 影響について ，米国特 

許データを利用することで 分析を行 う 。 

従来の研究は。 明示的であ る；、 黙示的であ るかは別とし 

て。 主に次の 2 つの側面から 研究開発活動の 

る傾向にあ っね色つは。 本国の親会社で 開発 
技術を現地の 市場ニーズや 生産活動の状況に 適 

応させる側面であ り，需要要因 ( 蕊 maa 磁 Ⅱ㏄ tors) と呼ばれ 

る。 も う & つは，本国には 存在しないような 専門領域や先 

な 水準の優れた 研究開発資源 ( 人材，情報，研究環境 ) 
得 。 活用する側面で ，供給要因 ( 

ばれる。 先行研究ではこれら 2 つの側面から 海外研究開発 

拠点の設置目的や 活動内容などを 捉えるとともに。 現地の 
市場規模や売上高，現地生産比率，科学的水準などの 諸変 
数との関係について 定性的。 定量的に分析 力受千 われてきた 

Reldetal., Ⅰ 979; く接は Im Ⅰ e ぬ e,1999) 。 

また。 日本企業の海月 窃チ究 開発活動が ， 主に北米を中心 

t) 以下では，研究開発を 実施する海外子会社を 海外研究開発拠点と 呼ぶ。 
但しこのような 海外研究開発拠点には ，海外製造子会社の 一部門として エ 

場 曄 付置されたり ，あ るいは独立した 研究開発子会社として 設立きれるな 
ど様々な形態が 存在しどのような 形態の海外下モ 究 開発拠点を分析の 
とするのかば 各研究で必ずしも 統一きれていない。 

社が 199 五年末までに 474 究 開発拠点を保有してい 
たことを明らかにしね 

開発拠点が設置されていることが 示されている。 また， 先 

行 研究では。 日本企業の米国における 研究開発活動の 内容 

について，北米市場の 状況や 
という側面とともに ，現地で 

い う 側面の重要性についても 明らかにされている (e 苦 ， 

  

究 開発活動と親 
いし技術恭一汁フォリオとの 関係につ 

刀には考えられてこなかった。 例えば 

㌢細工盆地艶 (1999) は世界の多国籍企業の 研究開発につい 

て特許データを 用いて分析を 行っており，親会社が 本風 こ 

おいて優位性を 持つ技術分野について。 

な 多角化を取り 上げる。 ここで技術的な 多角化とほ，企業 
の 技術開発分野の 多様性を意味する。 近年の企業において 

は 。 比較的少数の 製品やサービス 領域へ事業の 絞込みが 進 

む 一方で，特定の 製品やサービス 領域において 競争力を発 

揮 する上で。 より多様な技術ポートフォリオが 必要とされ 

ることが指摘されている ( ぬ tel 度 P 血な， 1997 

2001) 。 また，大企業の 技術ポートフォリオは ， 

関係する範囲をはるかに 超えた広がりを 示していることも 

明らかにされているの a ぬ皮勲功 軋互 9 卵 ) 。 このように技術 

的な多角化は 企業の技術 としての重要陛を 増している " 

本研究では， 日本の ェレ ロニクス産業を 題材として。 
このような技術的多角化を 実現 いく上で ， d じ ㈲ こ おけ 

る 研究開発活動の 実施が重要な f@lttyft@o-G/@ 
ことを実証的に 明らかにする。 
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3. 統計約分析 

3.@ サンプル と 変数 
以下では，日本のエレクトロニクス 産業の北米のにおけ 

る研究開発活動について ，米国特許庁の 特許データを 利用 
して分析する。 前述の 技 Ya 馳蕊 (a996) の調査では， 

日本企業が北米に 設 82 の研究開発拠点のうち 絨 

ケ 所がエレクトロニクス 関連企業のものであ った。 また。 

ぬ 軸盆 5 鍾簗め れ 999) の調査では。 日本企業が米国に 設 

した研究開発拠点 251 ケ 所のうち半数以上はコンピュー 

タ，半導体，通信などのエレクトロニクス 関連のものであ 
り。 日本企業の北米における 研究開発において ，エレクト 

ロニクス企業が 大きなプレゼンスを 占めているといえる。 

まず日本の ェ レクトロエクス 企業として。 東洋経済新報 

年から 1999 年の 3 年間に米国特許庁において 特許取得のな 

い企業，②北米に 子会社を所有していない 企業，を除いた 
140 社が分析対象であ る " ここで特許取得を 条件としてい 

るのは，後に 説明する親会社の 技術的な 多 

期間の特許取得状況を 利用した技術ポート 
建 するためであ る。 尚 ，この技術的な 多角化が企業の 

豹変数であ ることを考慮に 入れ， 掩 賊 姦 Ⅴ 陀 a 1g 銭 ) 

の 研究を参考の 上で，期間を 単年でほなく 3 年間とした。 

け 97 年から丁銭 9 年の親会社の 特許 ヂ一タの収爵 こつい 

02)  の C 

は 。 ㊦ 63 

米国特許庁に 登録された全特許について ， 

年 ，発明者所在国，技術分類などの 情報に 
集 したもので，データベースとして 検索することができる。 

次に，本研究でほ 被 説明変数として 各企業の北米子会社 
による研究開発活動の 実施の有無を 取り上げる。 この北米 
子会社による 研究開発活動の 実施を代理する 指標として、 
特許取得の有無を 用 レ憶 。 ここでは各企業の 北米子会社 メヵ， 

年に米国特許を 取得した場合に「 ユ 」，取得していない 

に初をとる質的変数とする。 
北米子会社が 特許を取得している 力活 " かについては ， r 海 

外進出企業総覧 ( 会 ネ胡 螺翰 2001 年版 ョに 掲載された各企 

リストを利用して ，米国特許庁ホームパ 
u や ぬざ輔から検索を 行った。 ここで注 

意しなければならないのは。 発明者 ( 亜軸繍 ) の所在が北 

米であ っても。 日本親会社名が ホ鯛 Ⅱ者 ( 盤 5 辿 ㏄ ) として登 

録されている 特許の処理であ る。 このようなケース はぬ卸 

及 Ⅵ 9a ( め 99) や。 特許を利用して 知識のスピルオーバー 

2) 以下では，米国と 相互に経済的な 関連性の深いカナダ ，メキシコも 含む 

北米地域として 分析を行う。 

ほ ついて分析を 行った ぷ繍 e 胡 d. れ 993) などの研究を 参考 

に 。 発明者の所在を 研究開発が実施された 場所と見なし 

北米子会社の 特許として扱った 3) 。 すなわち北米子会社の 

特許とほ権 利者が コヒ 米子会社名で 発明春の所在も 北米であ 
る特許 と ，権 利者は日本親会社名であ るが発明者の 所在が 
北米であ る特許であ る。 一方。 親会社の特許は 権 利者が日 
本親会社で発明者の 所在も日本国内であ る特許となる 4) 。 

㈲技術多角化度 
まず，本研究では 北米における 研究開発活動の 実施に積 

極的な影響を 与える中心的な 変数として，親会社の 技術的 
な多角化を指摘する。 多国籍企業に 関する伝統的な 議論は。 

業 活動を本国で 培った企業特殊 を 国際 醐こ 

現地で活用する 行為として捉え この議論 @ こ 

業が本国で、 優位性を確立した 技術分野について 
と展開することで。 企業 は 国際的に成長を 図る 

は ，関連性の近い 技術分野に多角化が 限定されるなどの 限 
こで 。 より多様な分野で 技術開発 

での新たな技術分野の 経営資源の 
；当千われる 可能性があ る。 すなわ 

トフォリオを 志向する企業であ る 

関 することに積極的であ ると考え 

ここで技術的多角 サヒ の程度を測定す 
ほか (1% 五 ) などを参考 こ ，親会社が 

の 3 年間に取得した 特許の技術分 

一ル 指数を利用する。 ぷ繍 e 及丑繍 

特許分類㈲ 芯や 曲軸の 朴苗 ぬぬ闘に基づき 特許の技術分 

野に関する 36 種類の技術分類笘を 作成している。 この技 
術分類を利用して ，各企業が当該期間に 取得した全特許の 
うち各技術分野が 占める割合をそれぞれ 2 乗し 。 それらを 

足し合わ 辻た 数値を 7 から引いた指数を 技術多角化度の 指 

標とする。 この指標 は ，当該企業が 五分野でのみ 特許を取 

得した場合には 0 をとり。 取得した特許の 技術分野が多様 

になるほど， 1 に近づくことになる。 

本研究ではこの 技術多角 4% 度を分析の中心的な 変数と 

3) 例えば J 磁に 芭 d.(1993) が提示したケ - スで @ 米国のホンダの 従業員 

は，自らが発明した 特許の締 @ を僚 組曲 U.S. ん ， 蕪 。 口にすることができ 

るし，日本親会社のホンダにすることもできる。 したがつて， 櫛 1 音の所 

在よりも発明者の 所在を研究開発の 実施された場所と 見なず方が，多 

分析を行う上では 妥当であ ると思われる。 

， 第 l 発明者の所在国とする。 

，コンピュータ。 通信，医薬。 医療，電気。 電 

の サブ カテゴツ ー があ る。 例え @ ヒ 半 

分野に含まれる 技術としては ，塗料，有機化合物，樹脂，ガスなどがあ る。 
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し 。 それ以外に先行研究を 参考 @ こ 開発活動に影響 
を 与えることが 予想される以下の を 用意した。 

立地。 おより戦術 多 
影響を与えることが 予想される変数として ，企業ま鱗葉 が 考 

えられる " 企業の規模が 大きくなるほど ，本国の研究開発 

における規模の 経済硅を 研究開発を 
行 う ことが可能となる ( " また， 企 

業の規模が大きくなるほど。 経営資源が内部に 豊富に存在 
するため，当該企業の 技術ポートフォリオもより 多様にな 
る可能 陛 があ る。 企業規模として ，ここでは各社の 手銭 9 

年度の連結売上高の 対数を用いる。 各社の ニ 有価証券報告 
書 9, 日本経済新 は 離生 は 会社 午鑑 { 上場会社 @) 山からデー 
タベースを作成した " 

㈹研究開発集約 度 
研究開 描 こ積極的な企業は。 資源の補完を 目的として海 

外に進出する 可能性があ る ( 長谷川， 199 
業 ほど。 より先進的な 

で研究開発を 積極的に 

想 される。 また，研究開 穂こ 対する積極 珪 がその企業の 技 

術ポートフォリオと 関係する可能性も 考えられる。 研究開 

発集約 度 として 

開発費比率 /_ 

現地の生産活動が 活発化するほど。 現地で生産活動を サボ 
究 開発活動が活発化すると 考えられる。 

覧 ( 会社則 編 ) 20% 年版まから 

っている北米子会社数をカウントした。 

現地における 事業経験を積み 重ねることで ，本国と現地 
との連携。 調整ノウハウや 現地事業の運営ノウハウが 企業 

に蓄積され。 国境を越えた 研究 
、 ションの問題が 緩和されると 考 

地 における事業経験の 高まり ぱ 

易にすることが 予想される。 ここで は ， 

( 会社別 編 ) 2 ㈱ @ 年版よから。 各社の北米における 最も古 

い 子会社の設立から @999 年末までの経過年数をとった。 

年からり 93 年の間に米国特 
許庁に登録された 日本のエレクトロニクス 企業の特許を 分 

した特許のうち 43.6 パーセントが 

買収などで獲得した 企業によるものであ ることを明らかに 

しねまた， H 蕪簸 S 鑓鹿 No ㈱ (1993) はスウェーデン 多 

国籍企業の調査から。 企業の国際化や 生産会社の買収を 通 

じて研究開発の 国際化が進行することを 明らかにした。 海 

外における生産能力の 迅速な拡張を 意図したこのような 買 

収の結果。 付属した研究開発機能を 獲得することも 考えら 

まず。 分析に用いる 各変数の記述統計量と 変数間の相関 
マトリ ツクスを示し る 。 特に企業規模と 製 

道チ会社数の 間の相 と 比較的高いため。 こ 

れらを別のモデルに 分けて分析を 行 う ことにした。 北米子 
会社による特許取得の 有無については。 取得のあ った企業 

た 企業が 95 社であ った。 

採 子会社による 特許取得の有無に 影響を 
与える要因について。 ロジスティック 回帰分析を用いて 分 

祝 した結果が表 2 であ る。 から明らかなよさに。 
モデル (2) 。 ㈲において 角 化度はいずれも 有意な 
結果が得られており ，技術多角化度を 除いたモデル㈲ ， 

㈹とそれぞれ 比較しても モヂル の説明刀に上昇が 見られ 
る。 また。 全変数を投入したモデル ほ ) においても捜 

索化度は有意な 結果が得られている。 
てもほぼ有意な 結果となったが ，事業 

有意な影響を 及ぼさない場合もあ った 

以上の分析結果から ， 親 企業の技術的多角化は ，北米地 

域における研究開発活動に 積極的な影響を 持つと言 う こと 
ができるだろう。 

  考察 

本研究の分析からほ ，企業規模や 研究開発に対する 積極 
  性などク月也の 要因を で ， 日本のエレクトロ 

二 クス企業の親会社におけ な 多角化は， 3 抹にお 

ける研究開発活動の 実施に 影響を持つこと ； ; 明ら 

加こされた本研究の 持っ意義は次の 点に求めることができ 

るものと思われる。 

しも寸分校分析がなされてこなか 

の問題，特に 本研究では技術的な 

究 開発との関係について 実証的 

でほ。 研究開発活動の 

関して，主に 現地における 生産。 販売活動のために 研究開 

発を実施するという 需要要因の側面と ，現地の優れた 研究 

開発資源を獲得し 活用 めに研究開発を 実施するとい 
ぅ 供給要因の側面から る 7% 向 にあ っ プ ㌔また。 日本 

企業の北 対こ おける研究開発についても 同様の側面からそ 
の実態が明らかにされてきた。 これらの先行研究に 対し 
本研究では親会社の 技術的多 化という新たな 戦略的変数 

究 開発について 考察を行っ色 

は。 近年の製造企業にとって 重要な 

となっている 技術的なレベルでの 多角化を進める 上で，研 

究開発活動の 国際展開が重要な 瞬尺肢 となっている 可能 油 
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なぷ 法であ ると指摘する。 技術的な多角化と 研究開発活動 
の海外立地は。 企業の の 構築の過程で 戦略的に重 

要かつ密接な 関係にあ るのであ る。 

しかし。 本研究 - ぎ 分析に用いた 技術分野のばらつき 以外 

にも多角せ ヒ の特注を見る 指標は考えられる。 例えば，集約 

型。 拡散型といった 多角化の展開プロセスについては 考慮 

に入れられていない。 また。 分析の対象が ，国と 産業の点 

で 限定されたものであ る。 さ ㍻ こ 。 そもそも特許を 取得し 

ていない企業をサンプルから 除外しているため ，そこに何 

らかのバイアスが 生じている可能性もあ る。 以上のような 

点で本研究の 分析はあ くまでも限定的なものであ り， よ り 

広範な調査と 分析が今後老妻とされる。 

翌 art@e 乳 C.A. 簿ぬ鰍 G 捷鑓 @@a@ は れ喀 @ ㎎ 捷た鮭 Bo れ % だスわ どみ 獅びり口 を @o naa, れ 

ぶ 切 由ぬ 孔 R ㏄ ぬ 乱入な も @s 襲れ瑛 e 磁 B 趣乱 ㏄ ぬ由 ㏄ @% 軽ぷ ． ( 吉原英樹 
シ スナショナル。 マネンメント 

B まる色も礒 丑 ・ @20%  ) , む Ⅴ は隅葮 益田㏄ 弔は onsby 璃 @ 簗鑓 e 円 nn 

P ま鍾曲鯨 d 乱払罎 aryD 配 &"/ ね ㏄ 夕把たヂぬ 廷が， v 目 ． 3 包 No   乙 

C 抽を @ 木 @ む il 力ぬぬ仁 P ぬ C 迂 s@@0  (2 ㈱① "Ac 嚥 1% 迎ね tm 柱驚 $tm@@o@o 埋 Kca は   ・ @o 血 f ㎡の @ 。 天 : 
睡 Ch@a 且弩輌君 ㎏ @p 餌を㎝ C ㎝ 地盤 丁 お D 面聡輌捉囲ぬ れ 楓 d 五 %emH 荻鋭 ㎡ 厄匿 i 鑑 @,, 。 

使 。 櫛 ""G 紛争 雙ヌをち 。 閻 ・ 70 戸 ぬ ・ 4, 簗 ． 3%-369   
I ㎏ 銭 3@ 。 鴇掩旺 田皿酊麓 

h は ul 輌匝鱗趨 s," 磁 ㏄ 臼抽月ね l@cy ら下村・ 2%N05,6, 押 ． 397 叫エ互   
長谷川信 次 ㎏ 鍍輔 『多国籍企業の 内部化理論 

． 人眩 小見て照り太典し 鋤遷 (22 ㈱ 力 % あ 何 %C な凌め俺 ， 僻緩血ぴ 7r 鐸繍 o 榔     A 鱗姥披 
囲碗姦幼 地徳 " 助 。 。 め荊ヌ ， Can 械 ㎏ ち Ⅴ 怒 

㎝ d 臆 H ㎝ 蕊 Ty. ㎝ ほ 第 3@ 。 む eiw 細呼澁 C 湊 C ㎡ 亜蕊 ㏄ ピ 
餓由照騎 ce は む y ㌢ 鰯轍 tC 祐 五 % 毛 "9 穏タ芹絃 Ⅰ ケ Ⅱ 録魏ぬ 

が軽ひむ炉 @ ㏄ パ闘 ・ IOS,No は，浮 577- さ ggR   
監醸血荻駐均 Ⅳ ( 工銭 國 。 町 1%@ 音荻 。 養 

接ぬ De Ⅴむね辞典 鋒忙 A 丑転五タ血 C ㎡   
P 歴 e@%. & 魑 ね先 V 鴇 a ( じ第 @ 。 や a@@s Ⅲ S of 膝獲穏統 の 冶 @i おをあ n ご C@ 刀丑 0 黙眠 

Teo@n@o@ogy: ね刃ぬ @On@ Ⅶ・ 鬨 ome @. 。 " 屈ヴ，な而秦巳 9 ぬ， " 穴欝絃汀ゎ月 " みワ， 

化 戦略 一 経営資源アプロー 

一 923 一 


